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強制労働関係韓国裁判所の判決に関するマスメディアの論調に関する意見 

 

１ 問題の所在 

 戦時中、日本に徴用された韓国人労働者が新日鐵、三菱重工業に損害賠償を

求めた裁判で、韓国の高等裁判所が相次いで賠償を命じたことが、議論になっ

ている。 

 国内世論は、徴用工などの問題は、日本の裁判で最高裁で敗訴が確定してい

るのだから、このような矛盾した判決は日韓の間に新たな緊張をもたらすもの

として、批判的な論調が一般的だ。批判の根拠は判決の結論的な食い違いのほ

か、日韓請求権協定で日韓両国間及び日韓両国民の間の権利及び請求権の問題

が、完全かつ最終的に解決したと明記されていることを根拠とするものが多い。 

 私たちは、一貫して人権尊重の立場から韓国の強制労働被害者の救済に取り

組んできた。被害者の人権の観点から意見を表明したい。 

 

２ 日韓請求権協定における「５億ドル」について 

 まず、多くのメディアが、事実関係として誤解を生みかねない報道をしてい

ることを指摘したい。 

 多くの場合、強制労働被害者の問題が解決したとされる根拠に日本が日韓請

求権協定に従い、韓国政府に３億ドルを供与し、２億ドルを低利で貸し付けた

ことが挙げられる。５億ドルの提供と引き換えに被害者の請求権問題は解決し

たとする論調であるが、この点は多分に誤解を招きかねないことを懸念する。 

 ５億ドル提供の事実は、韓国政府が責任を負うべき立場にあることを指摘す

る理由にはなるが、個々の被害者に対して、加害企業や日本政府の責任を免責

する十分な理由にはならない。 

 日韓請求権協定では５億ドルは現金で払われるものとされていない。「日本

国の生産物及び日本人の役務」で提供するとされている。５億ドル相当の円に

等しい「日本国の生産物及び日本人の役務」が提供され、あるいは貸与される

としている。しかも、「前記の供与及び貸付けは、大韓民国の経済の発展に役

立つものでなければならない。」とされており、少なくとも法的には、５億ド

ルは被害救済に充ててはならない経済協力資金である。被害者に対する賠償に

充てられる余地のない「経済協力資金」の枠組みは日本政府が主導したと言っ



てもよい。 

 「日本国の生産物及び日本人の役務」で５億ドル相当を供与・貸与するので

あるから、当然、経済協力資金によって、どのような事業を行うか両国の協議

が必要となる。日韓請求権協定では、実施のための日韓合同委員会を設置する

ことを定めるとともに、実施のための取り決めを別に行うことを規定している。

経済協力資金によって展開される事業については日本政府も関与する仕組みに

なっていたのである。 

 つまり、日韓請求権協定上、５億ドルは、個人の被害の回復とは全く無関係

である。 

 ５億ドルは、ダム、道路などインフラの整備に当てられ、日本の生産物及び

日本人の役務が提供され、貸与された。韓国最大の製鉄所である浦項製鉄所は

この請求権資金を使って築造され、築造工事は強制労働加害企業である新日鐵

株式会社の前身に当たる会社が受注している。加害企業は、韓国人に強制労働

を強いて利益を挙げ、請求権資金によってさらに利益を挙げたのだ。 

 高度成長を実現して、政権基盤を確立した韓国政府に強制労働被害者の救済

のため相応の責任を果たすべき責任があることは明らかである。しかし、韓国

一般の社会生活が向上したのだから、人権侵害の被害者である個人に対して、

日本政府や加害企業の加害責任の問題が解決されたというのは無理がある。 

 韓国政府は強制労働問題については相応の責任を果たすことを表明している。

また経済協力資金によって利益を受けた代表的な韓国企業であるポスコも強制

労働問題の解決のために資金を提供することを明言している。問われるのは日

本政府及び日本の加害企業の姿勢である。 

 

３ サンフランシスコ平和条約 

 それでは、日韓請求権協定による「解決」が、なぜ被害者を排除するような

「日本国の生産物と日本人の役務」で行われることになったのだろうか。 

 この問題は、戦後日本が主権を回復して国際社会に復帰したサンフランシス

コ平和条約までさかのぼらざるを得ない。日本の判決も、日韓請求権協定はサ

ンフランシスコ平和条約による枠組みに沿うものであると指摘している。 

 サンフランシスコ平和条約では、日本には戦争賠償を負担するだけの経済力

がないことが確認され、賠償問題は被害国と日本との二国間で解決すべきもの

とされた。その結果、アメリカを初めとする多くの西側先進国は日本に対する

賠償を放棄した。また、対日賠償を求める場合でも、「日本人の役務」による

形式に限定された。 

 その後、日本は主として東南アジア諸国との間で二国間の賠償交渉を進めた



が、これらの賠償は、いずれも日本人の役務提供によりダムや発電所などのイ

ンフラの建設などの形で行われた。また、これらの事業を受注する中には日立

や東芝、三菱等、戦争により利益を得た企業が含まれ、これらの企業に製品の

製造を注文して発電機等を製造させて被害国に無償で輸出し、被害国に発電所

を建設するといったことが「賠償」であった。 

 いうまでもないが、ここには、戦後秩序に関するアメリカの思惑が作用して

いる。 

 サンフランシスコ平和条約と同時に発効した日米安全保障条約により、アメ

リカは、日本の独立後も全土に米軍基地を置くことを可能にした。他方、日本

を駐留米軍の補給基地とするためには日本の経済復興が必要であった。そのた

めにアメリカは、日本に対する戦争賠償を大幅に軽減させた上、経済復興に有

益な役務賠償の方法に限定したのである。 

 

４ 結論 

 以上のように、サンフランシスコ平和条約の枠組みによる限り、戦争被害者

個人に対する賠償は基本的になされない仕組みになっていた。 

 被害者の人権は置き去りにされたのである。 

 とりわけ直接的に甚大な人的被害が発生していた韓国や中国における問題は

深刻である。両国との国交回復に当たっては、両国が何ら関与していないサン

フランシスコ平和条約の枠組みが適用されたことから、多数の被害者の救済が

置き去りにされた。被害者の人権が基本的に回復されないまま長い期間が推移

したのは厳然たる事実である。 

 ここに、戦後７０年近くを経て、なお私たちが韓国被害者の訴えに直面せざ

るを得ない根本的な理由がある。 

 サンフランシスコ平和条約を初めとする冷戦下のアメリカの対日政策が、い

わば冷戦の果実として日本の経済的繁栄を支える一つの要因となった。 

 アメリカの国力が相対的に低下し、アジア諸国が台頭する中、私たちは多極

化が想定される新たな世界秩序に直面しようとしている。 

 近隣諸国との友好関係の確立は決定的に重要である。 

 人権という普遍的価値を再確認し、人権を基本的価値とする友好関係を韓国

との間で結ぶことができるかは、私たち自身の切実な課題でもある。 

 


